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石狩管内公立小中学校事務職員研修会市町村実践交流（就学援助制度）レポート3

4

市町村名（石狩市）5

〇平成 26 年度以降の取組状況について6

平成 27 年度から市の就学援助事務電算システムが更新されることになり、それに伴い学用品費等の7

支給方法の変更も可能になることから、市教委から担当者の意見を聞きたいと話があり、事務職員協8

議会・連携会議では、学校徴収金の未納改善の手立てのアンケートを実施し、市教委と意見交換を行9

いました。10

この意見交換では、市教委から、児童手当からも未納金を引き落とすことを考えていこうとの提案11

もあり、この点も取り組んで行くことになりましたが、本人からの申し出が必要なこと、また、保護12

者への説明は市教委ではなく各学校がすることになり、統一したものでなければ学校間格差が出る等13

の理由から見送られました。14

次に、市事協で「就学援助（事務）に関するアンケート結果の考察」をまとめ、市事協及び連携会15

議の役員と市教委の担当者と交流の場を別途設け交流しました。市教委から次年度の就学援助費及び16

被災児童生徒就学援助費の取扱について提案がありましたが、解決すべき課題が多いこと、市事協内17

部の意見も十分にまとまらなかったため、新しい就学援助システムの稼働に合わせた学用品費の学校18

長直接払いについては見送り、1 年間かけて市教委と打ち合わせを重ね、平成 28年度より学校長直接19

払いが可能となりました。20

昨年 1 年間は、市教委と就学援助の手引きについて話し合いをし、その中で見学旅行、宿泊学習の21

実施計画書の提出をなくすことができました。22

今年の夏季研修会では、千歳市の就学援助事務取扱要項の検証、学用品費の学校長直接払いについ23

ての交流、手引き・様式についての検証、その他要望事項等について話し合いました。今後、学校間24

連携会議のＨＰに就学援助の手引きを掲載し、必要に応じて各学校が使用することになります。25

26

〇就学援助制度（特に「新 3項目」）に関わり苦労していること・困っていること27

新 3 項目について、平成 24年度からＰＴＡ会費、今年度から生徒会費が支給となりましたが、部活28

動費については財政上の都合から支給はされておりません。今後、他市町村の状況と比較することで29

課題も見えてくると思います。30

31

〇今後の取組について（教育員会と協議など）32

学用品費の未納を防ぐために、就学援助費（学用品費）を学校長口座へ振り込んでもらえるように33

なりましたが、学校長直接払いの場合は、対象となる経費について各学年の金額等を調べ、市教委に34

報告し、また、保護者への説明文書も学校で作成し、4 月下旬に市教委に報告しなければなりません。35

（別紙、手続きフロー参照）4 月の忙しい時期にこれらの作業をすることは事務職員の負担も大きいこ36

とから、報告の時期を遅らせてもらうことや、現在は就学援助を受けている全家庭の学用品費が直接37

払いになるので、個別の対応について市教委へ理解していただくよう働きかけが必要になると思いま38

す。39

また、今年度完成した就学援助の手引きについては、担当者が変わっても常に最新の状態を保てる40

よう引き継ぎ、様式の変更を行えるようにしていきたいと考えています。41

新 3 項目については、最低額に合わせて支給されているＰＴＡ会費等について、個人が負担してい42

る金額を支給してもらえるよう、また、部活動費の支給についても事務職員協議会・連携会議と全市43



で関係機関に働きかけていければと考えています。44

平成２８年度版 就学援助（学用品費・修学旅行費）手続きフロー45

★学用品費の場合46
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★修学旅行費の場合78

79

80

市 教 委 学 校

４月上旬

◆学用品費・修学旅行費支給の単価の決定
◆口座支払依頼書兼請求書及び保護者への

周知文書を学校へ提出依頼

４月末まで

◆校長口座へ直接振込をする学
校の場合

１ 口座支払依頼書兼請求書
２ 保護者への周知文書
３ 債権者マスタ

１～３を教育委員会に提出

◆校長口座へ直接振込をしない学
校の場合

１ 口座支払依頼書兼請求書

１を教育委員会に提出

６月末
◆学用品費の給付

・校長口座への直接振込をする学校の場合
①校長の口座へ学用品費を振込み
②校長口座への振込み金額が上限額に満

たない場合は、その差額を個人口座に
振込み

・校長口座へ直接振込をしない学校の場合
①保護者の口座へ学用品費を振込み

5 月上旬

◆認定通知書に「学用品費の給付方法の変
更について」などの保護者への周知文書
を同封し、認定者へ送付する

通 知

提 出

保護者から修学旅行費を全額徴収

する場合

保護者から就学援助の補助限度額

を超える金額のみを徴収する場合

実施報告書提出後、市教委から保護者口座へ直接払い

市教委から校長口座へ振込みすることが可能

※学校から保護者と市教委へ、校長口座へ振込みするた

めの処理を行うことを事前に伝えておくこと。

＜校長口座への振込み対象となるもの＞

・業者に代金を支払う義務が、学校にあるもの。
（学校と業者間での契約であり、納品書等を

学校で保管するもの）
・子どもが学校で使用するもの。
・教育課程上必要なもの。

＜校長口座への振込み対象とならないもの＞

・業者に代金を支払う義務が、保護者にあるもの。
（学校は集金しているだけのもの等）

・学校または先生が使用するもの。
・児童生徒が、きょうだいのお下がり等を使う可能

性のあるもの（リコーダーや習字セット等）

実施報告書において未納者がいる旨の報告を行えば、未

納者分の修学旅行費を校長口座へ振込することが可能

（１校につき２～３名まで）

※学校から保護者と市教委へ、校長口座へ振込みするた

めの処理を行うことを事前に伝えておくこと。

就学援助の認定月が５月以降の保護者、
または、５月末までに認定が取消しとな
った保護者は、学校長口座への直接振込
の対象外となるため、教育委員会から保
護者の口座へ学用品費を振込みます。

注意




